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生産性は低下していない
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高まる需要の不確実性と雇用不安

予定されていた雇用調整



非正規雇用が増えた本当の理由

03

大竹文雄（おおたけ・ふみお）
京都大学経済学部卒業、大阪大学大学院博士前期課程修了。
大阪大学博士（経済学）。主な著書に『日本の不平等』（2005
年）日本経済新聞社、『経済学的思考のセンス』（2005年）中
央公論新社、『格差と希望』（2008年）筑摩書房、等。

正社員の任期付き採用
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1  経済危機下の雇用問題及び生活不安の拡大化
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２  東アジア経済統合と経済政策の方向性

経済危機下における
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３  雇用対策の推進と労働市場改革

有期雇用者のセーフティネット構築

自治体とハローワークの関係強化
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■はじめに

■働き方の変化

図表１

図表２

図表３
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［図表1］雇用者の推移（役員を除く）

出所：労働力調査

働き方の変化と雇用政策
辻 明子

総合研究開発機構リサーチフェロー

［図表2］働き方の変化

出所：就業構造基本調査

総数 25～29歳 30～34歳 働き方の変化
（＝2007年-1992年）

1992年2007年1992年2007年1992年2007年 総数 25～29歳 30～34歳
男
15歳以上総数 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 － － －
自営業 12.3 10.2 5.6 3.0 8.8 5.3 -2.1 -2.6 -3.5
会社などの役員 13.1 6.0 1.9 1.1 3.7 2.8 -7.2 -0.8 -0.9
正規の職員・従業者 44.4 46.0 83.4 69.5 81.9 75.5 1.6 -13.9 -6.4
正規以外 6.5 11.4 4.4 15.9 2.5 9.6 4.9 11.5 7.1
無業者 23.7 29.2 4.7 10.2 3.0 6.6 5.5 5.5 3.6
　家事をしている者 1.2 2.1 0.1 0.6 0.1 0.5 0.9 0.5 0.4
　通学している者 8.4 7.1 1.4 2.5 0.2 0.4 -1.3 1.1 0.2
　その他 14.0 19.9 3.2 7.2 2.7 5.6 5.9 4.0 2.9
女
15歳以上総数 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 － － －
自営業 10.2 6.0 4.6 1.6 9.7 3.3 -4.2 -3.0 -6.4
会社などの役員 1.6 1.7 0.5 0.3 1.1 0.7 0.1 -0.2 -0.4
正規の職員・従業者 21.4 19.2 43.7 42.8 27.2 31.3 -2.2 -0.9 4.1
正規以外 16.8 23.7 13.3 28.6 15.6 28.1 6.8 15.3 12.5
無業者 49.9 53.2 37.9 26.5 46.4 36.5 3.3 -11.4 -9.9
　家事をしている者 33.9 35.2 34.6 20.4 44.6 32.9 1.2 -14.2 -11.7
　通学している者 7.1 5.9 0.6 1.5 0.1 0.5 -1.2 0.9 0.4
　その他 8.9 12.1 2.7 4.5 1.6 3.1 3.2 1.8 1.5
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労働者派遣法制定
（1985年）
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（ポジティブリスト方式）

14.5
万人

労働者派遣法改正
（1996年）
派遣対象業務の拡大
（26業務）

労働者派遣法改正
（1999年）
派遣業務の原則自由化
（ネガティブリスト方式）

労働者派遣法改正（2003年）
派遣期間の延長（1年→3年）、
物の製造の業務への派遣解禁

［図表3］労働者派遣された派遣労働者数

出所：厚生労働省「労働者派遣事業の平成19年度事業報告の集計結果」および厚生労働省職業安定局
雇用開発課資料



■「雇う能力」向上は可能か
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■労働需要と構造変化：IT化・グローバル化

図表４

■労働者性の問題

図表５

［図表4］グローバル化による仕事の変化

出所：伊藤（2008）

●先進国、途上国ともに、技能労働への需要が相対的に増大し、技能労働の所得
が高まる
●先進国、途上国ともに、賃金格差が広がる

途上国 工程１ 工程２

先進国 工程２ 工程３

単純労働を
大量に必要な
工程

工程１
単純労働と知的
労働がそれぞれ
必要な工程

工程２
知的労働を
集約的に
必要な工程

工程３

アウトソーシング、海外直接投資などにより、
工程２の一部が先進国から途上国へ移転

低い 技能労働の集約度 高い
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■自営業者も含めた労働市場設計の必要性

図表６
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●参考文献

［図表6］仕事の保障から労働市場の保障へ

出所：ペーター・アウアー、2007、「理想的な労働市場制度を求めて：フレキシキュリティから労働
市場の保障へ」、ILO・早稲田大学共同国際シンポジウム：グローバル競争下における非典型雇用の未来：
日欧比較の視点からレジュメ（2007年9月27日）．

仕事の保障＊ 雇用の保障＊＊ 労働市場の保障＊＊＊

時間軸

＊雇用の保障の中での仕事の保護
＊＊特定の仕事についてではないが、同じ会社内での保護の保障
＊＊＊移行を保護するための社会的保護と組み合わされた複数の会社間の雇用の保護

［図表5］2008年の労働力人口の内訳

出所：労働力調査（2008年）、人材ニーズ調査（2003）、佐藤・木村（2001）、山田（2007）

＊1　非正規社員（間接雇用）の請負社員の人数は、佐藤・木村（2001）のデータ。
＊2　 自営業者のうちの個人請負については、人材ニーズ調査（2003）では70万人、山田

（2007）では114万人（個人事務請負が多そうな業種における「雇人のない業主」の
数を国勢調査から抽出）となっている。

失業者　265万人

非労働力人口　4,388万人

自営業者（家族従業員含む）814万人
 うち、個人請負＊2 70万人-114万人程度

雇用者

5,539万人

役員　379万人

正規職員・従業員  3,399万人

非正規社員（間接雇用）
　派遣社員　140万人
　請負社員　160万人＊1

　その他

非正規社員（直接雇用）
　パート　　　821万人
　アルバイト　331万人
　契約社員・嘱託　320万人
　その他 労働力

人口

雇用保険
適用

雇用保険
適用（一部）

雇用保険
適用
（一部）

労基法適用
（一部）

労働基準法
適用となる
労働者
（典型的な
雇用者）
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トロントの挑戦
飯笹佐代子
総合研究開発機構（NIRA）リサーチフェロー

09

１

都市経済の繁栄を担う
「クリエイティブ・クラス」 知識経済の時代を先導する

文化・芸術の役割
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き取りに基づく。
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ル（いずれもカナダドル）。Toronto Culture，Culture Plan Progress 
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トロントの挑戦


